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(57)【要約】
本発明は、焼き付きの少ない液晶表示装置を提供する。
本発明の液晶表示装置は、一対の基板と、上記一対の基
板間に挟持された液晶層とを備える液晶表示装置であっ
て、上記一対の基板の少なくとも一方は、配向膜、及び
、上記配向膜上に、光重合性モノマーを構成単位とする
重合体で構成される光重合体膜を有し、上記光重合性モ
ノマーは、２以上の重合性官能基を有し、上記２以上の
重合性官能基は、２以上の芳香環を介して互いに結合さ
れており、上記２以上の芳香環の少なくとも一つは、ナ
フタレン環であり、上記ナフタレン環と、他の芳香環と
を結ぶ結合は、回転自由度を有する液晶表示装置である
。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
一対の基板と、該一対の基板間に挟持された液晶層とを備える液晶表示装置であって、
該一対の基板の少なくとも一方は、配向膜、及び、該配向膜上に、光重合性モノマーを構
成単位とする重合体で構成される光重合体膜を有し、
該光重合性モノマーは、２以上の重合性官能基を有し、
該２以上の重合性官能基は、２以上の芳香環を介して互いに結合されており、
該２以上の芳香環の少なくとも一つは、ナフタレン環であり、
該ナフタレン環と、他の芳香環とを結ぶ結合は、回転自由度を有する
ことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項２】
前記一対の基板は、いずれも電極を有し、
前記光重合体膜は、該電極を通じて液晶層に対して閾値以上の電圧が印加された状態で、
光重合性モノマーが連鎖重合することによって形成されたものである
ことを特徴とする請求項１記載の液晶表示装置。
【請求項３】
前記一対の基板の一方が有する電極は画素電極であり、
該画素電極は、画素内を４つの領域に分割する十字状の幹部と、幹部を挟んで幹部の両側
から外側に向かって斜め方向に伸びる複数の枝部とから構成される
ことを特徴とする請求項２記載の液晶表示装置。
【請求項４】
前記配向膜は、光反応性官能基を有する化合物を含む材料で構成されていることを特徴と
する請求項１～３のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項５】
前記光重合性モノマーは、下記一般式（Ｉ）：
Ｐ１－Ａ１－（Ｚ１－Ａ２）ｎ－Ｐ２　　　　（Ｉ）
（式中、Ｐ１及びＰ２は、同一若しくは異なるアクリルアミド基、メタクリルアミド基、
アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基又はエポキシ基を表す。Ａ
１はナフタレン－２，６－ジイル基を表す。Ａ２は１，４－フェニレン基又はナフタレン
－２，６－ジイル基を表す。Ｚ１は、ＣＯＯ、ＯＣＯ若しくはＯ、又は、Ａ１とＡ２若し
くはＡ２とＡ２とが直接結合していることを表す。ｎは、１又は２である。Ａ１及びＡ２

が有する水素原子は、ハロゲン基又はメチル基に置換されていてもよい。）で表される化
合物であることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項６】
一対の基板と、該一対の基板間に挟持された液晶層とを備える液晶表示装置の製造方法で
あって、
該製造方法は、該一対の基板の少なくとも一方に、配向膜を形成する工程と、
該配向膜上に、液晶層に対して閾値以上の電圧印加状態で光重合性モノマーを連鎖重合さ
せて光重合体膜を形成する工程とを有し、
該光重合性モノマーは、２以上の重合性官能基を有し、
該２以上の重合性官能基は、２以上の芳香環を介して互いに結合されており、
該２以上の芳香環の少なくとも一つは、ナフタレン環であり、
該ナフタレン環と、他の芳香環とを結ぶ結合は、回転自由度を有する
ことを特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【請求項７】
前記配向膜を形成する工程は、光照射を行って配向処理を行う工程を含むことを特徴とす
る請求項６記載の液晶表示装置の製造方法。
【請求項８】
光重合性モノマーを含む光重合体膜形成用組成物であって、
該光重合性モノマーは、２以上の重合性官能基を有し、
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該２以上の重合性官能基は、２以上の芳香環を介して互いに結合されており、
該２以上の芳香環の少なくとも一つは、ナフタレン環であり、
該ナフタレン環と、他の芳香環とを結ぶ結合は、回転自由度を有する
ことを特徴とする光重合体膜形成用組成物。
【請求項９】
前記光重合性モノマーは、下記一般式（Ｉ）：
Ｐ１－Ａ１－（Ｚ１－Ａ２）ｎ－Ｐ２　　　　（Ｉ）
（式中、Ｐ１及びＰ２は、同一若しくは異なるアクリルアミド基、メタクリルアミド基、
アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基又はエポキシ基を表す。Ａ
１はナフタレン－２，６－ジイル基を表す。Ａ２は１，４－フェニレン基又はナフタレン
－２，６－ジイル基を表す。Ｚ１は、ＣＯＯ、ＯＣＯ若しくはＯ、又は、Ａ１とＡ２若し
くはＡ２とＡ２とが直接結合していることを表す。ｎは、１又は２である。Ａ１及びＡ２

が有する水素原子は、ハロゲン基又はメチル基に置換されていてもよい。）で表される化
合物であることを特徴とする請求項８記載の光重合体膜形成用組成物。
【請求項１０】
請求項８又は９記載の光重合体膜形成用組成物と、液晶材料とを含むことを特徴とする液
晶層形成用組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、液晶表示装置、光重合体膜形成用組成物、液晶層形成用組成物、及び、液晶表
示装置の製造方法に関する。より詳しくは、液晶の配向規制力を高めるために配向膜上に
光重合体膜が形成された液晶表示装置、好適に光重合体膜を形成することができる液晶表
示装置の製造方法、光重合体膜の形成に好適な重合体膜形成用組成物、及び、光重合体膜
の形成に好適な液晶層形成用組成物に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
液晶表示装置は、複屈折性を有する液晶分子の配向を制御することにより光の透過／遮断
（表示のオン／オフ）を制御する表示パネルである。液晶分子を配向させる技術としては
、例えば、配向膜材料を塗布した後に、ローラ等により一定の溝を形成させ、配向膜を形
成するラビング法等が用いられている。
【０００３】
また、マルチドメイン垂直配向（ＭＶＡ：Multi-domain Vertical Alignment）モードの
ように、配向処理を行わずに、共通電極の上に設けられた斜め方向に伸びる誘電体からな
る土手状の突起物、画素電極に設けられた突起物に並行するスリット等の配向制御用構造
物を用いて液晶分子の配向を制御する方法もある（例えば、特許文献１参照。）。
【０００４】
ＭＶＡモードの液晶表示装置では、電圧を印加していない状態では液晶分子が基板面に対
して垂直に配向しており、画素電極と共通電極との間に電圧を印加すると、液晶分子は電
圧に応じた角度で傾斜して配向する。このとき、画素電極に設けられたスリットや土手状
の突起物により、１画素内に液晶分子の倒れる方向が相互に異なる複数の領域（ドメイン
）が形成される。このように１画素内に液晶分子の倒れる方向が相互に異なる複数の領域
を形成することにより、良好な表示特性を得ることができる。
【０００５】
しかし、スリットや突起物が形成された領域は、光透過率が低くなりやすい。これらの配
置を単純化し、土手状の突起物同士の間隔、又は、画素電極スリット同士の間隙を広げれ
ば、光透過率を高くすることができる。しかし、土手状の突起物同士の間隔、又は、スリ
ット同士の間隙が非常に広いと、液晶分子の傾斜の伝播に時間がかかるようになり、表示
のために必要な電圧を液晶層に印加したときの液晶分子の応答が非常に遅くなる。
【０００６】
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この応答の遅れを改善する方法としては、重合可能なモノマーを含む液晶材料を基板間に
注入し、電圧を印加した状態でモノマーを重合させて、液晶分子の倒れる方向を記憶させ
た重合体膜を配向膜上に形成する技術（以下、「ＰＳＡ（Polymer Sustained Alignment
）技術」ともいう。）が導入されている（例えば、特許文献２参照。）。
【０００７】
また、特許文献２においては、液晶表示装置において同じ画像を長時間表示し続けると表
示画像を変えても前の画像が残って見えてしまう焼き付き現象を解消する手段として、Ｐ
ＳＡ技術に用いられる重合可能なモノマーとして、１つ以上の環構造又は縮環構造と、該
環構造又は縮環構造と直接結合している２つの官能基とを有するモノマーを用いる方法が
開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００６－１８９６１０号公報
【特許文献２】特開２００３－３０７７２０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
本発明者らは、ＰＳＡ技術に用いられるモノマーについて検討を行っていたところ、例え
ば、下記化学式（１）；
【００１０】

【化１】

【００１１】
（式中、Ｒ１及びＲ２は、同一若しくは異なる、アクリルアミド基、メタクリルアミド基
、アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基又はエポキシ基を表す。
）のように、コア部がナフタレン基を有するモノマーを用いたとき、又は、例えば、下記
化学式（２）；
【００１２】

【化２】

【００１３】
（式中、Ｒ１及びＲ２は、同一若しくは異なる、アクリルアミド基、メタクリルアミド基
、アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基又はエポキシ基を表す。
）のように、コア部がビフェニル基を有するモノマーを用いたときに、完成後の液晶表示
装置に焼き付きが見られる場合があることを見いだした。
【００１４】
本発明は、上記現状に鑑みてなされたものであり、焼き付きの少ない液晶表示装置、焼き
付きの少ない液晶表示装置の製造方法、並びに、ＰＳＡの重合工程において反応性が高い
光重合体膜形成用組成物及び液晶層形成用組成物を提供することを目的とするものである
。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
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本発明者らは、上述のようなモノマーをＰＳＡ技術で使用したときに見られる液晶表示装
置が焼き付きを起こす原因について種々検討を行ったところ、上記化学式（１）で表され
る化合物のようなコア部がナフタレン基を有するモノマーについては、ナフタレン基の部
分において電子が局在しやすいため、一定の高い重合反応性が得られるものの、一方の重
合性官能基が重合反応を開始すると、もう一方の重合性官能基が反応しきれず、その結果
、未反応の重合性官能基が残存してしまうことを見いだした。そして、完成後の液晶表示
装置の一般的な使用態様において表示に用いられるバックライトからの光によって未反応
の重合性官能基がゆっくりと重合反応が開始し、その結果、ＰＳＡ技術によって形成され
た重合体膜のチルト角に変化を生じさせ、表示に焼き付きを生じさせてしまうことを見い
だした。
【００１６】
また、上記化学式（２）で表される化合物のようなコア部がビフェニル基を有するモノマ
ーについては、一方の重合性官能基が重合反応を開始したとしても、ビフェニル基が回転
可能であるため、もう一方の重合性官能基については重合の確率が高くなり、一定の高い
重合反応性が得られるものの、ビフェニル基はナフタレン基に比べて電子の局在が少ない
ために、重合反応の進行の速度が遅れ、未反応の重合性官能基が残存してしまうことを見
いだした。そして、完成後の液晶表示装置の一般的な使用態様において、表示に用いられ
るバックライトからの光によって未反応の重合性官能基がゆっくりと重合反応を開始し、
その結果、ＰＳＡ技術によって形成された重合体膜のチルト角に変化を生じさせ、表示に
焼き付きを生じさせてしまうことを見いだした。
【００１７】
本発明者らは、これらの結果に基づき更に鋭意検討を行ったところ、ＰＳＡ技術に用いら
れるモノマーが少なくとも２つの重合性官能基を含む場合に、これらの両重合性官能基を
挟んで、少なくとも１つがナフタレン環である２以上の芳香環を有し、かつ該ナフタレン
環と他の芳香環とが、例えば、単結合やエーテル結合といった回転自由度を有する結合を
介して結合されていることにより、ナフタレン環のもつ電子局在による反応速度の向上と
、芳香環同士の間の結合が回転自由度を有することによって重合可能性が向上することに
よる反応速度の向上とによってモノマーの反応速度が格段に向上し、ＰＳＡ重合工程にお
いて比較的短時間で未反応の官能基がほとんど残らない程度の充分な反応が得られること
を見いだした。また、このように充分な重合反応が起こることで、ポリマーの架橋密度が
高くなり、液晶の弾性エネルギー等による重合体膜の変形が起こりにくい光重合体膜が得
られることを見いだした。そしてその結果、応答速度が高く、かつ焼き付きの少ない液晶
表示装置が得られることを見いだし、上記課題をみごとに解決することができることに想
到し、本発明に到達したものである。
【００１８】
すなわち、本発明は、一対の基板と、上記一対の基板間に挟持された液晶層とを備える液
晶表示装置であって、上記一対の基板の少なくとも一方は、配向膜、及び、上記配向膜上
に、光重合性モノマーを構成単位とする重合体で構成される光重合体膜を有し、上記光重
合性モノマーは、２以上の重合性官能基を有し、上記２以上の重合性官能基は、２以上の
芳香環を介して互いに結合されており、上記２以上の芳香環の少なくとも一つは、ナフタ
レン環であり、上記ナフタレン環と、他の芳香環とを結ぶ結合は、回転自由度を有する液
晶表示装置である。
【００１９】
上記一対の基板は、例えば、一方をＴＦＴ基板、他方をカラーフィルタ基板とすることが
できる。ＴＦＴ基板は、薄膜トランジスタ（ＴＦＴ：Thin Film Transistor）等のスイッ
チング素子と、画素電極とを備え、ＴＦＴは画素電極と接続されている。これにより画素
単位で液晶の配向が制御される。カラーフィルタ基板は、例えば、Ｒ（赤）、Ｇ（緑）及
びＢ（青）の３色で構成されるカラーフィルタが、ＴＦＴ基板の画素電極と重畳する位置
に配置され、画素単位で表示色が制御される。
【００２０】
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上記一対の基板の少なくとも一方は、配向膜を有する。すなわち、上記一対の基板の一方
又は両方の液晶層側の表面には配向膜が配置されており、配向膜と隣接する液晶分子の配
向性を制御する。本発明において配向膜は、隣接する液晶分子を一定の方向に配向させる
ものであれば特に限定されず、例えば、ラビング処理されたもの、光配向処理されたもの
が挙げられる。光配向処理を行う場合、上記配向膜は、光反応性官能基を有する化合物を
含む材料で構成されていることが好ましい。
【００２１】
上記一対の基板の少なくとも一方は、上記配向膜上に、光重合性モノマーを構成単位とす
る重合体で構成される光重合体膜を有する。すなわち、上記配向膜上には、光重合性モノ
マーを構成単位とする重合体で構成される光重合体膜（以下、ＰＳＡ膜（配向維持膜）と
もいう。）が配置されており、これにより、配向膜のもつ液晶分子に対する配向規制力を
高めることができる。なお、ここでの「光重合体膜」は配向膜の表面を完全に覆う膜でな
くともよく、配向膜表面の一部を覆わない、又は、離散的に覆っている場合を含む。本明
細書では、このような光重合体膜をＰＳＡ膜と呼ぶこととする。本明細書において光重合
性モノマーとは、光照射によって重合する官能基を有するモノマー（単量体）を意味する
。また、光とは、可視光のみならず、紫外光、赤外光等も含む。上記光重合体膜は、光重
合を利用して配向膜上に形成される重合体膜であり、例えば、液晶層に対して閾値以上の
電圧を印加した状態での光照射によって配向膜の液晶層側の表面に形成される重合体膜を
含む。光重合体膜によって配向膜による液晶分子の配向規制力が高まることで、例えば、
ＭＶＡモードにおける配向規制構造物の密度を少なくして透過率を向上させることができ
る。
【００２２】
上記光重合性モノマーは、２以上の重合性官能基を有する。本明細書において重合性官能
基は、光を照射することにより重合反応が進行する官能基であれば特に限定されず、例え
ば、直接光を吸収し、活性化されて重合が開始する官能基、及び、官能基がほとんど吸収
しない波長の光でも容易に分解し成長活性種を与える光増感剤の添加によって重合が開始
する官能基が挙げられる。また、前者の官能基による光重合反応としては、光重合の開始
過程にのみ光が関与する光開始重合反応と、成長過程に光が関与する光重付加反応とが挙
げられ、光開始重合反応としては、ラジカル重合、イオン重合（アニオン重合、カチオン
重合等）、開環重合等が挙げられる。上記２以上の重合性官能基は、それぞれが同一であ
っても異なっていてもよく、重合性官能基一つあたりでは、具体的には、アクリルアミド
基、メタクリルアミド基、アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基
、エポキシ基等が挙げられる。また、上記重合性官能基は、ハロゲン基、メチル基等の置
換基を一部に有していてもよい。
【００２３】
上記２以上の重合性官能基は、２以上の芳香環を介して互いに結合されている。上記芳香
環は、芳香族に属する環であれば特に限定されず、ベンゼン環、縮合ベンゼン環（例えば
、ナフタレン環、ピレン環）、非ベンゼン系芳香環（例えば、トロピリウム環、シクロプ
リペリウム環）、複素芳香環（例えば、ピリジン環、ピロール環）等が挙げられる。また
、上記芳香環は、ハロゲン基、メチル基等の置換基を一部に有していてもよい。２以上の
重合性官能基の間に芳香環を設けることで、光重合性モノマーの吸収波長がより長波長側
にシフトするため、より波長の長い紫外線によって重合が可能になるという利点を得るこ
とができる。
【００２４】
上記２以上の芳香環の少なくとも一つはナフタレン環である。ナフタレン環は電子局在を
有しているため、上記芳香環の少なくとも一つがナフタレン環であることで、重合反応の
反応速度が大きく向上し、未重合反応モノマーが残存する可能性を低減させることができ
る。また、芳香環の環構造の数は、より多いほど光重合性モノマーの吸収波長がより長波
長側にシフトすることになるため、より波長の長い紫外線を用いることができるという観
点からは、上記２以上の芳香環の少なくとも一つは、ベンゼン環よりもナフタレン環であ
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ることが好ましい。更に、ナフタレンはアントラセンよりも液晶に対する溶解性が高く、
より溶解性が高いことでより効率的に反応が進行するため、上記２以上の芳香環の少なく
とも一つは、アントラセン環よりもナフタレン環であることが好ましい。
【００２５】
上記ナフタレン環と、他の芳香環とを結ぶ結合は、回転自由度を有する。上記ナフタレン
環と、他の芳香環とを結ぶ結合が回転自由度を有することで、上記２以上の重合性官能基
が重合反応を開始した後でも、残りの重合性官能基が他の重合性官能基と結びつく可能性
が高まるため、未反応の重合性官能基が残存する可能性を低減させることができる。また
、未重合反応モノマーが充分に重合することで、架橋密度の高い、変形の少ない光重合体
膜を得ることができる。本発明においては芳香環同士を結ぶ結合が回転自由度を有するた
め、例えば、芳香環と重合性官能基とを結ぶ結合のみが回転自由度を有する場合と比べ、
一直線状でない芳香環を含む分、重合性官能基が移動できる範囲が広がり、より重合性官
能基の反応性を高めることができる。本明細書において回転自由度とは、ある一つの結合
を一つの軸と仮想して、その軸が一軸回転、すなわち、３６０°の回転が可能であること
を意味する。このような回転自由度を有する結合としては、例えば、単結合、エーテル結
合、及び、これらの一方又は両方の結合が連鎖した結合（例えば、－ＣＨ２－、－ＸＣＹ
－、－ＸＣＨ－、－（ＣＨ２）ｍ－；Ｘ及びＹは、同一若しくは異なるハロゲン基又はメ
チル基を表し、ｍは正の整数を示す。）が挙げられる。
【００２６】
本発明の液晶表示装置の構成としては、このような構成要素を必須として形成されるもの
である限り、その他の構成要素を含んでいても含んでいなくてもよく、特に限定されるも
のではない。
【００２７】
以下、本発明の液晶表示装置の好ましい形態について、更に詳しく説明する。
【００２８】
上記一対の基板は、いずれも電極を有し、上記光重合体膜は、上記電極を通じて液晶層に
対して閾値以上の電圧が印加された状態で、光重合性モノマーが重合することによって形
成されたものであることが好ましい。上記光重合体膜が、液晶層に対して閾値以上の電圧
が印加された状態、すなわち、液晶層内の液晶分子の傾きが電圧印加前から変化した状態
で光重合されたものであれば、電圧印加前であっても、閾値以上の電圧印加後の状態がほ
ぼ再現されるような配向規制力を光重合体膜が有するようになる。
【００２９】
上記一対の基板の一方が有する電極は画素電極であり、上記画素電極は、画素内を４つの
領域に分割する十字状の幹部と、幹部を挟んで幹部の両側から外側に向かって斜め方向に
伸びる複数の枝部とから構成されることが好ましい。ここでの画素とは、画素電極に覆わ
れる領域をいう。このような構造をもつ画素電極は、従来のＭＶＡモードのような、光の
透過率が低い突起物（リブ）、スリット等の配向制御構造物を有さないため、従来のＭＶ
Ａモードと比べ、透過率が高いという特徴がある。しかし、このような構造の画素電極を
用いて液晶層内に電圧を印加すると、枝部上に位置する液晶分子は、枝部の延伸方向に沿
って２通りの方向に傾斜可能であるため、配向乱れが生じ表示品位を低下させる。また、
液晶分子の傾斜方向を規制するのは画素電極の端部及び幹部近傍の電界のみであるため、
１方向のみに配向が安定するのに時間がかかる。そして、４つの領域の各々において同様
の現象が起きる。これに対し、上述のように上記光重合体膜が、液晶層に対して閾値以上
の電圧が印加された状態、すなわち、液晶層内の液晶分子の傾きが電圧印加前から変化し
た状態で光重合されたものであれば、電圧印加前であっても、閾値以上の電圧印加後の状
態がほぼ再現されるような配向規制力を光重合体膜が有するようになるので、液晶分子の
配向乱れを生じさせることなく、電圧を印加するとただちに所定の方向に液晶分子が傾斜
するので良好な表示が得られる。
【００３０】
上記光重合性モノマーは、下記一般式（Ｉ）：
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Ｐ１－Ａ１－（Ｚ１－Ａ２）ｎ－Ｐ２　　　　（Ｉ）
（式中、Ｐ１及びＰ２は、同一若しくは異なるアクリルアミド基、メタクリルアミド基、
アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基又はエポキシ基を表す。Ａ
１はナフタレン－２，６－ジイル基を表す。Ａ２は１，４－フェニレン基又はナフタレン
－２，６－ジイル基を表す。Ｚ１は、ＣＯＯ、ＯＣＯ若しくはＯ、又は、Ａ１とＡ２若し
くはＡ２とＡ２とが直接結合していることを表す。ｎは、１又は２である。Ａ１及びＡ２

の水素原子は、ハロゲン基又はメチル基に置換されていてもよい。）で表される化合物で
あることが好ましい。
【００３１】
本発明はまた、一対の基板と、上記一対の基板間に挟持された液晶層とを備える液晶表示
装置の製造方法であって、上記製造方法は、上記一対の基板の少なくとも一方に、配向膜
を形成する工程と、上記配向膜上に、液晶層に対して閾値以上の電圧印加状態で光重合性
モノマーを重合させて光重合体膜を形成する工程とを有し、上記光重合性モノマーは、２
以上の重合性官能基を有し、上記２以上の重合性官能基は、２以上の芳香環を介して互い
に結合されており、上記２以上の芳香環の少なくとも一つは、ナフタレン環であり、上記
ナフタレン環と、他の芳香環とを結ぶ結合は、回転自由度を有する液晶表示装置の製造方
法でもある。本発明の製造方法は、上述のような配向膜上に光重合体膜を形成する特徴を
利用した液晶表示装置を製造する方法として好適である。
【００３２】
上記製造方法は、配向膜上に、液晶層に対して閾値以上の電圧印加状態で光重合性モノマ
ーを重合させて光重合体膜を形成する工程を有するため、電圧印加前であっても、閾値以
上の電圧印加後の状態がほぼ再現されるような配向規制力を有する光重合体膜を形成する
ことができる。
【００３３】
また、上記光重合性モノマーは、２以上の重合性官能基を有し、上記２以上の重合性官能
基は、２以上の芳香環を介して互いに結合されており、上記２以上の芳香環の少なくとも
一つは、ナフタレン環であるため、重合反応の反応速度が大きく向上し、未重合反応モノ
マーが残存する可能性が低減される。
【００３４】
更に、上記ナフタレン環と、他の芳香環とを結ぶ結合は、回転自由度を有するため、上記
２以上の重合性官能基が重合反応を開始した後でも、残りの重合性官能基が他の重合性官
能基と結びつく可能性が高まるため、未反応の重合性官能基が残存する可能性を低減させ
ることができる。
【００３５】
そして、このように未反応の重合性官能基がほとんど残存しない程度の充分な重合が行わ
れることで、配向膜の事後的なプレチルト角の変化を抑制するとともに、架橋密度の高い
、変形の少ない光重合体膜を得ることができる。その結果得られる液晶表示装置は、応答
速度が高く、かつ焼き付きの少ないものとなる。本発明の製造方法によれば、このように
優れた特性を有する光重合体膜を比較的短時間の露光で実現することができ、生産性にも
優れている。
【００３６】
本発明はまた、光重合性モノマーを含む光重合体膜形成用組成物であって、上記光重合性
モノマーは、２以上の重合性官能基を有し、上記２以上の重合性官能基は、２以上の芳香
環を介して互いに結合されており、上記２以上の芳香環の少なくとも一つは、ナフタレン
環であり、上記ナフタレン環と、他の芳香環とを結ぶ結合は、回転自由度を有する光重合
体膜形成用組成物でもある。
【００３７】
本発明の光重合体膜形成用組成物は、上述してきた配向膜上に形成する光重合体膜に好適
に用いられる材料である。上記光重合性モノマーは、２以上の重合性官能基を有し、上記
２以上の重合性官能基は、２以上の芳香環を介して互いに結合されており、上記２以上の
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芳香環の少なくとも一つは、ナフタレン環であるため、重合反応の反応速度が大きく向上
し、未重合反応モノマーが残存する可能性が低減される。また、上記ナフタレン環と、他
の芳香環とを結ぶ結合は、回転自由度を有するため、上記２以上の重合性官能基が重合反
応を開始した後でも、残りの重合性官能基が他の重合性官能基と結びつく可能性が高まる
ため、未反応の重合性官能基が残存する可能性を低減させることができる。また、未重合
反応モノマーが充分に重合することで、架橋密度の高い、変形の少ない光重合体膜を得る
ことができる。そして、これにより、例えば、液晶表示装置の配向膜上に本発明の光重合
体膜形成用組成物を材料とする光重合体膜を形成したときに、焼き付きの可能性を低減さ
せることができる。
【００３８】
本発明の光重合体膜形成用組成物の構成としては、このような構成要素を必須として形成
されるものである限り、その他の構成要素を含んでいても含んでいなくてもよく、特に限
定されるものではない。
【００３９】
上記光重合性モノマーは、下記一般式（Ｉ）：
Ｐ１－Ａ１－（Ｚ１－Ａ２）ｎ－Ｐ２　　　　（Ｉ）
（式中、Ｐ１及びＰ２は、同一若しくは異なるアクリルアミド基、メタクリルアミド基、
アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基又はエポキシ基を表す。Ａ
１はナフタレン－２，６－ジイル基を表す。Ａ２は１，４－フェニレン基又はナフタレン
－２，６－ジイル基を表す。Ｚ１は、ＣＯＯ、ＯＣＯ若しくはＯ、又は、Ａ１とＡ２若し
くはＡ２とＡ２とが直接結合していることを表す。ｎは、１又は２である。Ａ１及びＡ２

の水素原子は、ハロゲン基又はメチル基に置換されていてもよい。）で表される化合物で
あることが好ましい。
【００４０】
本発明の光重合体膜形成用組成物は、液晶材料に添加されることで、効率よく、液晶層に
対して閾値以上の電圧印加状態で光重合性モノマーを重合させて光重合体膜を形成するこ
とが可能となる。すなわち、本発明は、上記光重合体膜形成用組成物と、液晶材料とを含
む液晶層形成用組成物でもある。
【発明の効果】
【００４１】
本発明によれば、光重合性モノマーの重合性官能基の反応性に優れた光重合体膜を配向膜
上に有するので、応答速度の高速化を実現するとともに、焼き付きの低減された液晶表示
装置を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００４２】
【図１】化学式（３）で表されるモノマー材料を用いて形成された重合体の概略図である
。
【図２】実施形態１の液晶表示装置のアレイ基板の１画素単位を示す平面模式図である。
【図３】実施形態１の液晶表示装置を示す断面模式図である。
【図４】実施形態１の液晶表示装置の他の一例を示す断面模式図であり、カラーフィルタ
オンアレイの形態を示す。
【図５】実施形態２の液晶表示装置の表示面を構成する画素を示す平面模式図である。
【図６】実施形態２の液晶表示装置の断面模式図であり、図５におけるＡ－Ｂ線に沿った
断面を示す。
【図７】実施形態２の液晶表示装置の、液晶分子がリブと重畳する領域及びリブと隣接す
る領域を示す概念図であり、液晶分子が配向する様子を示す。
【図８】実施形態２の液晶表示装置の、液晶分子がリブと重畳する領域及びリブと隣接す
る領域を示す概念図であり、光が透過する様子を示す。
【図９】実施形態２の液晶表示装置の表示面を構成する画素のリブの本数の変化前と変化
後とを示す平面模式図である。
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【図１０】実施形態３の液晶表示装置の表示面を構成する画素を示す平面模式図である。
【図１１】実施形態４の液晶表示装置において四分割された画素のうちの一つの画素にお
ける光配向処理方向と液晶分子のプレチルト方向との関係を示す液晶分子群の斜視模式図
であり、ＯＦＦ状態（黒表示）を表す。
【図１２】実施形態４の液晶表示装置において四分割された画素のうちの一つの画素にお
ける光配向処理方向と液晶分子のプレチルト方向との関係を示す液晶分子群の斜視模式図
であり、ＯＮ状態（白表示）を表す。
【図１３】実施形態４の液晶表示装置において四分割された画素のうちの一つを、対向基
板側から見たときにおける平面模式図である。
【図１４】実施形態４の液晶表示装置に係る光配向処理の様子を示す斜視模式図である。
【図１５】実施形態４の液晶表示装置の画素内に形成するための工程を示す平面模式図で
あり、ＴＦＴ基板側の光配向方向を示す。
【図１６】実施形態４の液晶表示装置の画素内に形成するための工程を示す平面模式図で
あり、対向基板側の光配向方向を示す。
【図１７】実施形態４において光配向処理されることで形成された配向膜の液晶分子の配
向の様子を基板面に対して垂直な方向から見たときの平面模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００４３】
以下に実施形態を掲げ、本発明について図面を参照して更に詳細に説明するが、本発明は
これらの実施形態のみに限定されるものではない。
【００４４】
実施形態１
実施形態１においてＰＳＡ膜を形成するために用いられる光重合性モノマーは、２以上の
重合性官能基を有し、上記２以上の重合性官能基は、２以上の芳香環を介して互いに結合
されており、上記２以上の芳香環の少なくとも一つは、ナフタレン環であり、上記ナフタ
レン環と、他の芳香環とを結ぶ結合は、回転自由度を有する。なお、上記光重合性モノマ
ーが有する重合性官能基の数は、二つ以上である限り特に限定されず、選択されるいずれ
か二つの重合性官能基間に上記特徴を有する構造を有していればよい。
【００４５】
実施形態１においてＰＳＡ膜を形成するために用いられる光重合性モノマーの例としては
、下記化学式（３）で表されるものが挙げられる。
【００４６】
【化３】

【００４７】
（式中、Ｒ１及びＲ２は、同一若しくは異なる、アクリルアミド基、メタクリルアミド基
、アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基又はエポキシ基を表す。
）。
【００４８】
上記化学式（３）で表される化合物は、二つの重合性官能基の間を結ぶコア部が二つのナ
フタレン環で構成されている。ナフタレン環は電子が局在しやすいため、このように二つ
の重合性官能基間に二つのナフタレン環が形成されたモノマーは、モノマー間での重合性
官能基同士の反応性が高く、紫外線等の照射によってモノマー濃度は速やかに低下する。
【００４９】
また、上記化学式（３）で表される化合物は、ナフタレン環同士の間が回転自由度の高い
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単結合を介して結合されている。図１は、化学式（３）で表されるモノマー材料を用いて
形成された重合体の概略図である。図１に示すように、ＰＳＡ膜の重合体１は、一方の重
合性官能基同士が重合して形成されたポリマー部２と、ポリマー部２から延びる未反応の
重合性官能基を有するモノマー部３とに分けられる。複数あるモノマー部３のうち、ある
一つのモノマー部３が有する重合性官能基は、隣接する他のモノマー部３が有する重合性
官能基と反応して架橋しうる。上記化学式（３）で表される化合物が有する単結合は回転
自由度が高いため、図１に示すように、重合性官能基同士がより遭遇しやすく、すなわち
、反応性が高いものとなる。
【００５０】
モノマー部３に未反応の重合性官能基が残存していると、製造工程終了後の一般的な使用
態様でのバックライト光の影響、又は、一連の製造工程後のエージングの影響により、未
反応のモノマー部位の重合性官能基同士が反応を開始し、ＰＳＡ膜のプレチルト角に変化
が生じうる。しかし、実施形態１のように、上記化学式（１）で表される化合物をＰＳＡ
膜の材料として用いることで、未反応の重合性官能基の残存率が低くなるため、ＰＳＡ膜
のプレチルト角に変化が生じることが起こりにくくなる。また、このように反応性が高い
モノマーによって形成される重合体は、架橋密度が高く、より強固な構造となるため、例
えば、液晶分子の弾性エネルギーによって変形が起こる可能性も低くなる。そしてその結
果、液晶表示装置の表示に焼き付きが生じる可能性が大きく低減される。
【００５１】
図２は、実施形態１の液晶表示装置のＴＦＴ基板の１画素単位を示す平面模式図である。
図２に示すように、実施形態１の液晶表示装置のＴＦＴ基板を構成する画素は実質的に矩
形の形状を有し、マトリクス状又はデルタ状に複数配置されて１つの表示面を構成する。
【００５２】
また、図２に示すように、実施形態１の液晶表示装置においてＴＦＴ基板は、相互に平行
に伸びる複数のゲート信号線４１及び補助容量（Ｃｓ）配線４３と、ゲート信号線４１及
び補助容量（Ｃｓ）配線４３と交差し、かつ相互に平行に伸びる複数のソース信号線４２
と、ゲート信号線４１とソース信号線４２との各交差部近傍に設けられた薄膜トランジス
タ（ＴＦＴ）４４とを有する。ＴＦＴ４４は、三端子型の電界効果トランジスタであり、
半導体層のほかに、ゲート電極、ソース電極及びドレイン電極の３つの電極を有する。Ｔ
ＦＴ４４は、画素の駆動制御を行うスイッチング素子となる。
【００５３】
図３は、実施形態１の液晶表示装置を示す断面模式図である。図３に示すように実施形態
１の液晶表示装置は、ＴＦＴ基板１０と、対向基板２０と、ＴＦＴ基板１０及び対向基板
２０からなる一対の基板間に狭持された液晶層３０とを備える。
【００５４】
ＴＦＴ基板１０は、ガラス等を材料とする絶縁性の透明基板１１を有し、更に、透明基板
１１上に形成された各種配線、画素電極１３、ＴＦＴ等を備える基板である。また、上記
各種配線及びＴＦＴ上に形成された絶縁膜１２、更に、絶縁膜１２上に複数の画素電極１
３を備える。画素電極１３は、各々が小さな画素を構成し、各画素電極１３は、それぞれ
が一定の間隔を空けてマトリクス状に配置される。画素電極１３は、絶縁膜１２内に設け
られたコンタクトホールを介してＴＦＴのドレイン電極と接続されており、ゲート信号線
４１の電位が一定電位以上になると、ソース信号線４２の電位がＴＦＴのドレイン電極を
介して画素電極１３に書き込まれる。
【００５５】
対向基板２０は、ガラス等を材料とする絶縁性の透明基板２１、及び、該透明基板２１上
に形成されたカラーフィルタ２２、ブラックマトリクス２３、共通電極２４等を備える基
板である。共通電極２４は、画素電極１３とともに液晶層３０を狭持するように配置され
、液晶層３０内に一定電圧を印加するための電極であり、対向基板２０面の全体に形成さ
れる。カラーフィルタ２２は、例えば、赤２２Ｒ、緑２２Ｇ及び青２２Ｂの三原色のいず
れかで構成され、１つの画素電極１３に対し１つのカラーフィルタ２２が対応するように
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設計される。これにより、画素ごとにカラー表示が制御されることになり、良好なカラー
表示を得ることができる。また、ブラックマトリクス２３は、例えば、黒色の樹脂又は金
属を用いて形成されるものであり、各カラーフィルタ同士の隙間に配置されることで、光
漏れが生じることを防ぐことができる。
【００５６】
実施形態１の液晶表示装置においては、ＴＦＴ基板１０、液晶層３０及び対向基板２０が
、液晶表示装置の背面側から観察面側に向かってこの順に積層されている。ＴＦＴ基板１
０が有する透明基板１１の背面側には、偏光板が備え付けられている。また、対向基板２
０が有する透明基板２１の観察面側にも、偏光板が備え付けられている。これらの偏光板
に対しては、更に位相差板が配置されていてもよく、上記偏光板は、円偏光板であっても
よい。
【００５７】
実施形態１の液晶表示装置は、透過型、反射型及び反射透過両用型のいずれであってもよ
い。透過型又は反射透過両用型であれば、実施形態１の液晶表示装置は、上記構成以外に
表示を行うためのバックライトを備えている。バックライトは、ＴＦＴ基板１０の更に背
面側に配置され、ＴＦＴ基板１０、液晶層３０及び対向基板２０の順に光が透過するよう
に配置される。反射型又は反射透過両用型であれば、ＴＦＴ基板１０は、外光を反射する
ための反射板を備える。反射板は、ＴＦＴ基板１０が備える配線等で代用されていてもよ
い。また、少なくとも反射光を表示として用いる領域においては、対向基板２０の偏光板
は、いわゆるλ／４位相差板を備える円偏光板である必要がある。
【００５８】
実施形態１の液晶表示装置が備えるカラーフィルタ２２は、対向基板２０ではなく、ＴＦ
Ｔ基板１０に配置されていてもよい。このような形態をカラーフィルタオンアレイ（Colo
r Filter On Array）ともいう。図４は、実施形態１の液晶表示装置の他の一例を示す断
面模式図であり、カラーフィルタオンアレイの形態を示す。
【００５９】
なお、実施形態１の液晶表示装置がモノクロディスプレイである場合には、カラーフィル
タは配置される必要はない。
【００６０】
液晶層３０には、一定電圧が印加されることで特定の方向に配向する特性をもつ液晶材料
が充填されている。液晶層３０内の液晶分子は、一定以上の電圧の印加によってその配向
性が制御されるものであり、その制御モードは、ツイステッド・ネマチック（ＴＮ：Twis
ted Nematic）モード、垂直配向（ＶＡ：Vertical Alignment）モード、面内スイッチン
グ（ＩＰＳ：In-Plane Switching）モード等、特に限定されない。
【００６１】
画素電極１３の液晶層３０側の表面上には配向膜１４が配置されており、共通電極２４の
液晶層３０側の表面上にも配向膜２５が配置されている。ＶＡモードであれば、これらの
配向膜１４，２５は垂直配向膜であることが好ましい。配向膜１４，２５としては、例え
ば、有機材料を主成分とする膜に対し、配向処理が施されて形成された膜を用いることが
でき、配向処理としては、ラビング処理、光配向処理等が挙げられるが、液晶分子を一定
方向に配向させることができるものであれば、配向処理がなされている必要はない。配向
膜１４，２５を形成することで、電圧印加前の液晶分子を一定方向にプレチルト（初期傾
斜）させることができる。
【００６２】
配向膜１４，２５の形成方法について説明する。配向処理としてラビング処理を行う場合
、まず、配向膜を形成する画素電極１３又は共通電極２４上に、ポリイミド樹脂等の配向
膜材料を溶媒に溶かした溶液を印刷法等により塗布し、約２００℃で焼成し、溶媒成分を
蒸発させて下地膜を形成する。続いて、いわゆるラビング布と呼ばれる柔らかい布を巻き
つけたローラーを回転させ、下地膜にローラーを擦り付けながら一定方向に移動させるこ
とによって配向方向が付与される。ラビング処理されて形成された配向膜によって液晶分
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子に付与されるプレチルト角の大きさは、ラビング工程でのローラーの回転速度、擦り付
けの圧力等により調節することができる。
【００６３】
配向処理として光配向処理を行う場合、すなわち、光配向膜を形成する場合、まず、配向
膜を形成する表面上に、光官能基を有する樹脂材料を塗布する。光官能基は光結合型、光
分解型のいずれであってもよく、例えば、光結合型としては、４－カルコン基、４’－カ
ルコン基、クマリン基、シンナモイル基等の感光性基を有するポリイミドを用いることが
でき、光分解型としては、例えば、日産化学社から市販されているＲＮ７２２、ＲＮ７８
３、ＲＮ７８４、又は、ＪＳＲ社から市販されているＪＡＬＳ－２０４等を用いることが
できる。上記樹脂材料を塗布した後、斜め方向から、例えば、紫外線、好ましくは偏光紫
外線を一定量で照射することにより、配向方向が付与される。光配向膜によって液晶分子
に付与されるプレチルト角の大きさは、光の照射時間、光の照射強度、光官能基の種類等
により調節することができる。
【００６４】
配向膜１４，２５が発現するプレチルト角の大きさは特に限定されないが、ＶＡモードで
ある場合には、プレチルト角は８０°以上であることが好ましく、このような発現性を有
する配向膜を垂直配向膜ともいう。
【００６５】
実施形態１の液晶表示装置においては更に、画素電極１３上の配向膜１４の液晶層３０側
の表面上にＰＳＡ（光重合体膜）１５が、共通電極２４上の配向膜１４の液晶層３０側の
表面上に光重合体膜２６が配置されている。ＰＳＡ膜１５，２６は、配向膜１４，２５が
規定する液晶分子のプレチルトの維持（固定）を強化する機能を有する。ＰＳＡ膜１５，
２６は、一定量の光の照射により重合反応を開始する光重合性モノマーを連鎖重合させる
ＰＳＡ工程によって、配向膜１４，２５の液晶層３０側の表面に形成することができる。
また、ＰＳＡ膜１５，２６は、液晶材料に光重合性モノマー（光重合体膜形成用組成物）
が添加（分散）された液晶層形成用組成物を、ＴＦＴ基板１０及び対向基板（カラーフィ
ルタ基板）２０からなる一対の基板（空セル）の間に注入した後、液晶層３０に対し閾値
以上の電圧を印加した状態で、より透過率の高いＴＦＴ基板１０側から光（例えば、紫外
線）を照射し、光重合性モノマーを連鎖重合させることによって形成することができる。
なお、図４で示したようなカラーフィルタオンアレイの液晶表示装置を作製する際には、
より透過率の高い対向基板２０側から光（例えば、紫外線）を照射することが好ましい。
光重合体膜形成用組成物には、更に光重合開始剤、光増感剤等が添加されていてもよい。
【００６６】
以下、上記化学式（３）で表される化合物以外の実施形態１の液晶表示装置で用いること
が可能なモノマー材料について、列挙する。
【００６７】
【化４】

【００６８】
（式中、Ｒ１及びＲ２は、同一若しくは異なる、アクリルアミド基、メタクリルアミド基
、アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基又はエポキシ基を表す。
）。
【００６９】
上記化学式（４）で表される化合物は、二つの重合性官能基の間を結ぶコア部がナフタレ
ン環とベンゼン環とで構成されている。ナフタレン環は電子が局在しやすいため、少なく
とも一方の重合性官能基は、反応性が高い。一方の重合性官能基が早く反応すればもう一
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方の重合性官能基の自由度は下がるので、一方の重合性官能基が反応した後は、必ずしも
ナフタレン環でなくともよく、ベンゼン環であってもよい。
【００７０】
また、上記化学式（４）で表される化合物は、ナフタレン環とベンゼン環とが回転自由度
の高い単結合を介して結合されている。そのため、形成されるＰＳＡ膜の重合体が有する
モノマー部中の重合性官能基は他の重合性官能基と遭遇しやすく、反応性に富んでいる。
【００７１】
【化５】

【００７２】
（式中、Ｒ１及びＲ２は、同一若しくは異なる、アクリルアミド基、メタクリルアミド基
、アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基又はエポキシ基を表す。
）。
【００７３】
上記化学式（５）で表される化合物は、二つの重合性官能基の間を結ぶコア部がナフタレ
ン環とビフェニル基とで構成されている。ナフタレン環は電子が局在しやすいため、少な
くとも一方の重合性官能基は、反応性が高い。一方の重合性官能基が早く反応すればもう
一方の重合性官能基の自由度は下がるので、一方の重合性官能基が反応した後は、必ずし
もナフタレン環でなくともよく、ビフェニル基であってもよい。
【００７４】
また、上記化学式（５）で表される化合物は、ナフタレン環とビフェニル基とが回転自由
度の高い単結合を介して結合されている。また、ビフェニル基自体も、２つのベンゼン環
が単結合を介して結合された構造を有するため、回転自由度が高い。そのため、形成され
るＰＳＡ膜の重合体が有するモノマー部中の重合性官能基は他の重合性官能基と遭遇しや
すく、反応性に富んでいる。
【００７５】

【化６】

【００７６】
（式中、Ｒ１及びＲ２は、同一若しくは異なる、アクリルアミド基、メタクリルアミド基
、アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基又はエポキシ基を表す。
）。
【００７７】
上記化学式（６）で表される化合物は、二つの重合性官能基の間を結ぶコア部が二つのナ
フタレン環を含んで構成されている。ナフタレン環は電子が局在しやすいため、このよう
に二つの重合性官能基間に二つのナフタレン環が形成されたモノマーは、モノマー間での
重合性官能基同士の反応性が高く、紫外線等の照射によってモノマー濃度は速やかに低下
する。
【００７８】
また、上記化学式（６）で表される化合物は、ナフタレン環同士が回転自由度の高いエー
テル結合、すなわち、酸素原子を挟む二つの単結合を介して結合されている。酸素による
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結合は屈曲が起こりにくいので、回転自由度の観点からは単結合とほぼ同様の効果を有す
る。そのため、形成されるＰＳＡ膜の重合体が有するモノマー部中の重合性官能基は他の
重合性官能基と遭遇しやすく、反応性に富んでいる。
【００７９】
【化７】

【００８０】
（式中、Ｒ１及びＲ２は、同一若しくは異なる、アクリルアミド基、メタクリルアミド基
、アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基又はエポキシ基を表す。
）。
【００８１】
上記化学式（７）で表される化合物は、二つの重合性官能基の間を結ぶコア部がナフタレ
ン環とベンゼン環とを含んで構成されている。ナフタレン環は電子が局在しやすいため、
少なくとも一方の重合性官能基は、反応性が高い。一方の重合性官能基が早く反応すれば
もう一方の重合性官能基の自由度は下がるので、一方の重合性官能基が反応した後は、必
ずしもナフタレン環でなくともよく、ベンゼン環であってもよい。
【００８２】
また、上記化学式（７）で表される化合物は、ナフタレン環とベンゼン環とが回転自由度
の高いエーテル結合を介して結合されている。そのため、形成されるＰＳＡ膜の重合体が
有するモノマー部中の重合性官能基は他の重合性官能基と遭遇しやすく、反応性に富んで
いる。
【００８３】
【化８】

【００８４】
（式中、Ｒ１及びＲ２は、同一若しくは異なる、アクリルアミド基、メタクリルアミド基
、アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基又はエポキシ基を表す。
）。
【００８５】
上記化学式（８）で表される化合物は、二つの重合性官能基の間を結ぶコア部がナフタレ
ン環とビフェニル基とを含んで構成されている。ナフタレン環は電子が局在しやすいため
、少なくとも一方の重合性官能基は、反応性が高い。一方の重合性官能基が早く反応すれ
ばもう一方の重合性官能基の自由度は下がるので、一方の重合性官能基が反応した後は、
必ずしもナフタレン環でなくともよく、ビフェニル基であってもよい。
【００８６】
また、上記化学式（８）で表される化合物は、ナフタレン環とビフェニル基とが回転自由
度の高い単結合を介して結合されている。また、ビフェニル基自体も、ベンゼン環がエー
テル結合を介して結合されているため、回転自由度が高い。そのため、形成されるＰＳＡ
膜の重合体が有するモノマー部中の重合性官能基は他の重合性官能基と遭遇しやすく、反
応性に富んでいる。
【００８７】
したがって、以上のような上記化学式（４）～（８）で表される化合物によれば、上記化
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学式（３）で表される化合物と同様、モノマー部中の未反応の重合性官能基の残存率が低
くなり、ＰＳＡ膜のプレチルト角に変化が生じることが起こりにくくなる。また、このよ
うに反応性が高いモノマーによって形成される重合体は、架橋密度が高く、より強固な構
造となるため、例えば、液晶分子の弾性エネルギーによって変形が起こる可能性も低くな
る。そしてその結果、液晶表示装置の表示に焼き付きが生じる可能性が大きく低減される
。
【００８８】
上述した化学式（３）～（８）で表される化合物のうち、特に好ましくは、ナフタレン環
を複数有する上記化学式（３）及び（８）で表される化合物であり、初期の重合反応の開
始がより起こりやすくなるため、反応性により優れている。
【００８９】
液晶層内の液晶材料としては、具体的には、誘電率異方性Δεが負（－０．２～－１０）
の液晶分子（ネマチック液晶）が挙げられる。液晶材料のΔｎは、０．０２～０．３であ
ることが好ましい。
【００９０】
液晶層形成用組成物中における光重合性モノマーの割合は特に限定しないが、０．０１～
１０重量％とすることが好ましく、０．１～１．５重量％とすることがより好ましい。ま
た、液晶層形成用組成物中に対しては重合開始剤が添加されていてもよく、例えば、Irga
cure651（チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製）、Irgacure184（チバ・スペシャリテ
ィ・ケミカルズ社製）を用いることができる。また、重合開始剤の濃度は、光重合性モノ
マーに対して、０．２～１０重量％で混在させることで、重合速度が向上することになる
。
【００９１】
具体的なＰＳＡ工程の一例としては、上記光重合性モノマーを液晶材料に対して０．６重
量％導入した液晶層形成用組成物を調製し、液晶層形成用組成物を空パネル内に注入後、
ブラックライト（３００～３５０ｎｍにピーク波長がある紫外線）を５分以上照射し、モ
ノマーの重合を行う方法が挙げられる。
【００９２】
実施形態２
図５は、実施形態２の液晶表示装置の表示面を構成する画素を示す平面模式図である。図
５に示すように、実施形態２の液晶表示装置の表示面を構成する画素は実質的に矩形の形
状を有し、マトリクス状又はデルタ状に複数配置されて１つの表示面を構成している。実
施形態２の液晶表示装置は、共通電極の上に設けられた誘電体からなる突起物（リブ）、
画素電極内に設けられたスリット等の配向制御用構造物を備えるＭＶＡモードである点で
実施形態１の液晶表示装置と異なっているが、それ以外は実施形態１の液晶表示装置と同
様である。
【００９３】
図５に示すように、実施形態２において対向基板２０には、液晶分子５０を一定の方向に
配向させるための、リブ４５が複数本設けられている。リブ４５は、絶縁性を有する有機
樹脂で構成されており、リブ４５に隣接する液晶分子をリブに向かって配向させることが
できるものである。リブ４５は観察面側から見たときに線状であり、複数本のリブ４５が
画素電極１３と重なるように形成されている。より詳しくは、実施形態１においてリブ４
５は、画素電極１３の各辺に対して約４５°又は１３５°の角度をなす方向に配置されて
いる。また、複数本のリブ４５の一つは屈曲部を有し、画素単位でＶ字状となっている。
なお、実施形態２においてリブ４５は、一部に分岐部を有しているものであってもよく、
また、一辺に対して水平の方向に、又は、垂直の方向に形成されたものであってもよい。
したがって実施形態２においてリブ４５の１本あたりの形状としては、例えば、観察面側
から見たときに、直線状、Ｕ字状、Ｖ字状、Ｗ字状、又は、これらを組み合わせたような
形状となる。
【００９４】
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図５に示すように、実施形態２においてアレイ基板１０が備える画素電極１３には、液晶
分子５０を一定の方向に配向させるためのスリット４６が複数本設けられている。スリッ
ト４６は観察面側から見たときに線状であり、リブ４５に対して平行に、かつ隣接するリ
ブ４５と等間隔を経て形成されている。また、複数本のスリット４６の一つは少なくとも
屈曲部を有し、画素単位でＶ字状となっている。スリット４６もまた、１本あたりの形状
としては、例えば、観察面側から見たときに、直線状、Ｕ字状、Ｖ字状、Ｗ字状、又は、
これらを組み合わせたような形状となる。リブ及びスリットの幅は、例えば、５～２０μ
ｍである。
【００９５】
図６は、実施形態２の液晶表示装置の断面模式図であり、図５におけるＡ－Ｂ線に沿った
断面を示す。図６に示すように、実施形態２の対向基板２０は、液晶層３に向かってガラ
ス基板２１、カラーフィルタ、ブラックマトリクス等を含む樹脂層２７、共通電極２４、
及び、リブ４５をこの順に積層して備える。
【００９６】
リブ４５は、絶縁性を有する有機樹脂で構成されており、リブ４５に隣接する液晶分子を
リブ４５に向かって配向させることができるものである。また、実施形態２においてリブ
４５は、液晶層３０に向かって凸の錘状であり、断面形状が三角形となっているが、液晶
層３０に向かって突出している限り、柱状であっても、曲面を有する山状であってもよい
。また、断面形状の例としては、このほかに長方形、台形、放物線を描く山形等が挙げら
れる。
【００９７】
また、図６に示すように、ＴＦＴ基板１０は、液晶層３０に向かってガラス基板１１、保
持容量配線４３、絶縁膜１２、及び、画素電極１３をこの順に積層して備えている。実施
形態２において画素電極１３は、スリット４６を有する。
【００９８】
ＴＦＴ基板１０と対向基板２０との間の液晶層を構成する液晶材料は、負の誘電率異方性
を有する材料であり、閾値未満の電圧印加状態でＴＦＴ基板１０及び対向基板２０に対し
て略垂直の方向に傾き、印加電圧の大きさに応じＴＦＴ基板１０及び対向基板２０に対し
て水平方向へ傾く特性を有する。ただし、液晶層３中の液晶分子５０はリブ４５及びスリ
ット４６の延伸方向に対し垂直な方向に向かってそれぞれ配向するので、このように画素
電極１５の各辺に対し斜め方向にリブ４５及びスリット４６を設けることによって広視野
角を実現することができる。また、このような実施形態２の液晶表示装置の形態は、ＭＶ
Ａモードともいう。
【００９９】
このように実施形態２の液晶表示装置は、リブ４５とスリット４６とを有しているが、リ
ブ４５又はスリット４６の影響により、液晶分子５０は、一部の領域で均一な配向を得ら
れないことがある。図７及び図８は、実施形態２の液晶表示装置の、液晶分子がリブと重
畳する領域及びリブと隣接する領域を示す概念図である。図７は液晶分子が配向する様子
を示し、図８は光が透過する様子を示す。なお、図７中の両矢印は、偏光軸の向きを表し
、一方がＴＦＴ基板１０に設けられた偏光板の偏光軸であり、もう一方が対向基板２０に
設けられた偏光板の偏光軸である。すなわち、実施形態２の液晶表示装置において、両偏
光板は、偏光軸が互いに直交している。図７に示すように、リブ４５又はスリット４６と
重畳する領域に位置する液晶分子は、リブ４５又はスリット４６の長軸方向と同じ方向に
配向することになり、リブ４５又はスリット４６と隣接する領域に位置する液晶分子は、
リブ４５又はスリット４６の長軸方向に対して斜め約４５°の方向又は斜め約１３５°の
方向に配向することになる。そうすると、図８に示すように、リブ４５又はスリット４６
と隣接する領域に位置する液晶分子を透過する光は偏光板を透過することができず、リブ
４５又はスリット４６の外縁がそのまま暗線となって認識されることになり、透過率が低
下する。
【０１００】
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これに対しては、リブ４５とスリット４６との間の間隔を広げることで透過率を高める手
段が考えられるが、その場合、リブ４５とスリット４６との間に位置する液晶分子５０に
対して、電圧印加前において配向の規定がなされていないため、電圧印加時の配向の乱れ
が原因で、応答速度が低下することがある。
【０１０１】
これに対し、実施形態２の液晶表示装置では、実施形態１と同様の光重合性モノマーを含
む液晶材料を注入し、閾値以上の電圧を印加した状態で光照射を行って光重合性モノマー
を重合させてＰＳＡ膜を形成しており、これにより、リブ４５とスリット４６の間の液晶
分子の配向が規定される。そのため、リブ４５とスリット４６との間の間隔を広げたとし
ても、電圧印加時に配向乱れは発生せず、応答速度は低下しない。具体的には、図９の白
抜き矢印を挟んだ前後で示されるように、ＰＳＡ膜を形成しない場合（左側）と比べ、Ｐ
ＳＡ膜を形成した場合（右側）は、リブ４５及びスリット４６の本数を約半分に減らすこ
とができる。図９は、実施形態２の液晶表示装置の表示面を構成する画素のリブの本数の
変化前と変化後とを示す平面模式図である。
【０１０２】
このように、実施形態２の液晶表示装置によれば、リブ４５及びスリット４６に基づく広
視野角を得るとともに、応答速度を低下させることなく、透過率を向上させることができ
る。したがって、本発明は、ＭＶＡモードに特に適しているということができる。
【０１０３】
実施形態３
図１０は、実施形態３の液晶表示装置の表示面を構成する画素を示す平面模式図である。
図１０に示すように、実施形態３の液晶表示装置の表示面を構成する画素は実質的に矩形
の形状を有し、マトリクス状又はデルタ状に複数配置されて１つの表示面を構成している
。実施形態３の液晶表示装置は、配向制御用構造物として画素電極１３内に微細なスリッ
ト４６が形成されたＶＡモードである点で実施形態１の液晶表示装置と異なっているが、
それ以外は実施形態１の液晶表示装置と同様である。
【０１０４】
図１０に示すように、実施形態３において、画素電極１３の内部を細く切り抜くことで形
成された画素電極１３は、画素内を４つの領域に分割する十字状の幹部１３ａと、幹部１
３ａを挟んで幹部１３ａの両側から外側に向かって斜め方向に伸びる複数の枝部１３ｂと
から構成される。視野角特性を向上させる観点から、４つの領域に位置する枝部１３ｂの
それぞれは、領域ごとに互いに異なる方向に伸びている。具体的には、十字状の幹部１３
ａの延伸方向を０°、９０°、１８０°、２７０°としたときに、４５°方向に伸びる枝
部１３ｂが形成された領域、１３５°方向に伸びる枝部１３ｂが形成された領域、２２５
°方向に伸びる枝部１３ｂが形成された領域、及び、３１５°方向に伸びる枝部１３ｂが
形成された領域の４つの領域が形成されることになる。
【０１０５】
枝部１３ｂの幅は、幹部１３ａの幅よりも小さい。これは、枝部１３ｂの幅、及び、枝部
１３ｂの間隙を十分小さくすることによって電圧印加時に液晶分子を枝部１３ｂと平行な
方向へ傾斜させるためである。枝部１３ｂの電極幅および間隙は１～１０μｍ、好ましく
は２～７μｍである。なお、幹部１３ａを構成する十字状の画素電極１３のうち、縦方向
に伸びる側の幅と、横方向に伸びる側の幅との関係は、特に限定されず、同一であっても
異なっていてもよい。
【０１０６】
この状態で電圧を印加すると枝部１３ｂ上の液晶分子は枝部１３ｂの延伸方向に沿って２
通りの方向に倒れることが可能であるため、配向乱れが生じうる。最終的には画素電極の
中心方向へ向かって液晶分子が倒れて安定するが、これには時間がかかる。実施形態１と
同様の光重合性モノマーを含む液晶材料を注入し、閾値以上の電圧が印加された状態で紫
外線等を照射して光重合モノマーを重合させると、電圧印加前であっても、閾値以上の電
圧印加後の状態とほぼ同様に液晶分子の配向方向が規定され、閾値以上の電圧を印加した
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ときに、配向が乱れることなく液晶分子が所定の方向に配向する。実施形態３によれば、
実施形態２のようなリブ及びスリットの必要がなくなり、枝部１３ｂ全体が光透過に寄与
するため、実施形態２の液晶表示装置に比べてより高い透過率を得ることができる。
【０１０７】
実施形態４
実施形態４の液晶表示装置は、配向処理方向がＴＦＴ基板と対向基板とで直交しているＲ
ＴＮ（Reverse Twisted Nematic）モードであり、更に、一つの画素を４つのドメイン（D
omain）に分割するタイプ（４Ｄ－ＲＴＮ）である点で実施形態１の液晶表示装置と異な
っているが、それ以外は実施形態１の液晶表示装置と同様である。
【０１０８】
図１１及び図１２は、実施形態４の液晶表示装置において四分割された画素のうちの一つ
の画素における光配向処理方向と液晶分子のプレチルト方向との関係を示す液晶分子群の
斜視模式図である。図１１はＯＦＦ状態（黒表示）を表し、図１２はＯＮ状態（白表示）
を表す。図１１及び図１２に示すように、実施形態４の液晶表示装置は、ＴＦＴ基板１０
と対向基板２０とからなる一対の基板と、上記一対の基板間に液晶分子５０を含む液晶材
料が充填されている。上記一対の基板の表面には垂直配向膜が、垂直配向膜の表面にはＰ
ＳＡ膜が配置されている。図１１に示すように、電圧がＯＦＦの状態（閾値電圧未満の状
態）において液晶分子５０は、ＴＦＴ基板１０及び対向基板２０の基板面に対し、略垂直
（８５～８９．９°）の方向に配向している。図１２に示すように、電圧がＯＮの状態（
閾値電圧以上の電圧印加状態）になると、液晶分子５０は、ＴＦＴ基板１０及び対向基板
２０の基板面に隣接する液晶分子５０を除き、印加電圧の大きさに応じて水平方向へ傾く
。なお、ＴＦＴ基板１０及び対向基板２０はいずれも、垂直配向膜及びＰＳＡ膜を液晶層
３０側の表面に有している。図１１及び図１２においてＴＦＴ基板１０及び対向基板２０
に示されている黒矢印は、液晶分子５０のチルト方向を示しており、ラビング方向又は光
配向処理方向（光照射方向）でもある。図１１及び図１２に示すように、実施形態４の液
晶表示装置においては、ＴＦＴ基板１０上におけるラビング方向又は光配向処理方向と、
対向基板２０上におけるラビング方向又は光配向処理方向とは異なっており、互いに直交
している。すなわち、実施形態４においては、ＴＦＴ基板１０が有する画素と、対向基板
２０が有する画素とのそれぞれに対して、互いに反平行となる２ドメイン処理がなされて
おり、各画素を重ね合わせると、その重ね合わされた画素が互いに異なる特性をもつ４つ
の領域に分割されたＲＴＮ構造が得られることになる。
【０１０９】
図１３は、実施形態４の液晶表示装置において四分割された画素のうちの一つを、対向基
板側から見たときにおける平面模式図であり、液晶分子５０が対向基板２０側からＴＦＴ
基板１０側に向かってねじれていることがわかる。ＴＦＴ基板１０及び対向基板２０のラ
ビング方向又は光配向処理方向は、互いに直交しているため、図１３に示すように、一つ
のドメイン内における液晶分子５０群は、全体として約９０°にねじれた構造をもつこと
になる。
【０１１０】
図１４は、実施形態４の液晶表示装置に係る光配向処理の様子を示す斜視模式図である。
実施形態４の液晶表示装置における配向膜は、光反応性官能基を有する樹脂材料で構成さ
れている。光配向処理によって付与される配向性は、光の照射角度、強度等により調整可
能であるため、このように光反応性官能基を有する樹脂材料を用いることで、本実施形態
のような一つの画素内で互いに異なる４つの配向方向を規定する４Ｄ－ＲＴＮ（Reverse 
Twisted Nematic）の形態を容易に得ることができる。
【０１１１】
図１４に示すように、入射面に平行に偏光した紫外線（図１４中の白抜き矢印）を基板面
法線方向から、４０～５０°傾いた角度から照射することで、下地膜に対して、液晶分子
をＵＶが照射された方向と同じ方向に傾かせる配向性を付与することができる。なお、基
板面に対する液晶分子の長軸の傾きの大きさが、液晶層に対して閾値以上の電圧が印加さ
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れる前の液晶分子の傾き、すなわち、プレチルト角となる。露光は、一括露光により行わ
れてもよいし、スキャン露光により行われてもよい。また、露光方法としては、基板及び
光源を固定した状態で照射してもよいし、紫外線を走査させながらの照射であってもよい
。図１４において点線矢印は、紫外線の走査方向を示す。
【０１１２】
実施形態４においては、このような露光を、ＴＦＴ基板１０側及び対向基板２０側のそれ
ぞれにおいて、１つの画素が４分割されるように行われており、これにより４Ｄ－ＲＴＮ
が実現されている。
【０１１３】
図１５及び図１６は、実施形態４の液晶表示装置の画素内に形成するための工程を示す平
面模式図である。図１５はＴＦＴ基板側の光配向方向を示し、図１６は対向基板側の光配
向方向を示している。
【０１１４】
図１５に示すように、ＴＦＴ基板側の表面に対しては、矩形の画素を長辺方向（縦方向）
に二分割するように、かつ、これらの領域における光配向方向が互いに逆向きとなるよう
に光配向処理がなされている。また、図１６に示すように、対向基板側の表面に対しては
、矩形の画素を短辺方向（横方向）に二分割するように、かつ、これらの領域における光
配向方向が互いに逆向きとなるように光配向処理がなされている。
【０１１５】
このような光配向処理（露光工程）は、以下のようにして行うことができる。まず、ＴＦ
Ｔ基板上に、液晶表示装置の画素の横半分を覆うだけの大きさの遮光部を有するフォトマ
スクを用意し、画素の横半分が遮光されるような位置取りを行う。そして、偏光の紫外光
を、基板面法線方向から４０～５０°傾いた角度から、遮光部で覆われていない残りの半
分の領域を一方通行で縦方向に露光する。次に、フォトマスクを画素の半ピッチ分、画素
の横方向にずらして、露光済みの領域を遮光部で遮光し、かつ未露光領域を逆方向に一方
通行で露光する。これにより、ＴＦＴ基板において、１つの画素を縦方向に二分するよう
に、かつ互いに逆方向に液晶プレチルトを発現する領域がストライプ状に形成されること
になる。
【０１１６】
次に、対向基板上に、液晶表示装置の画素の縦半分を覆うだけの大きさの遮光部を有する
フォトマスクを用意し、画素の縦半分が遮光されるような位置取りを行う。そして、偏光
の紫外光を、基板面法線方向から４０～５０°傾いた角度から、遮光部で覆われていない
残りの半分の領域を一方通行で横方向に露光する。次に、フォトマスクを画素の半ピッチ
分、画素の縦方向にずらして、露光済みの領域を遮光部で遮光し、かつ未露光領域を逆方
向に一方通行で露光する。これにより、対向基板において、１つの画素を横方向に二分す
るように、かつ互いに逆方向に液晶プレチルトを発現する領域がストライプ状に形成され
ることになる。
【０１１７】
図１７は、実施形態４において光配向処理されることで形成された配向膜の液晶分子の配
向の様子を基板面に対して垂直な方向から見たときの平面模式図である。なお、図１７中
の液晶分子５０は、液晶層の厚み方向における中央部に位置する液晶分子を示している。
こうすることで、ＴＦＴ基板と対向基板との間に閾値以上のＡＣ電圧が印加されると、液
晶分子は基板面に対して垂直な方向から見たときに、９０°ねじれた構造を有するととも
に、図１７に示すように、液晶層の厚み方向における中央付近に位置する液晶分子は、４
つの領域（図図１７中、ｉ～ｉｖ）において、互いに直交する４つの方向に配向すること
になり、その結果、一つの画素の中に、異なる配向状態を有する４ドメインが形成される
。
【０１１８】
なお、本発明者らが実際に光反応性官能基を有する材料を基板に塗布し、斜め４０°の方
向から３３０ｎｍをセンター波長とするＰ偏光の紫外線を５０ｍＪ／ｃｍ２照射したとこ
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ろ、約８８°のプレチルト配向性をもつ光配向膜が形成された。また、そのようにして形
成された光配向膜を有する一対の基板間に上記化学式（３）で表される化合物を含む液晶
層形成用材料を注入し、両基板を貼り合わせ、更に、電圧を印加することなく液晶パネル
に紫外線を照射することによってモノマーを重合させたところ、表面上に光重合体膜を有
し、かつ約８８．２°のプレチルト配向性をもつ光配向膜が形成された。
【０１１９】
４Ｄ－ＲＴＮは、視野角の改善には非常に優れているが、高精度なプレチルト制御が求め
られる。しかしながら実施形態４の液晶表示装置によれば、配向膜上に形成されたＰＳＡ
膜の影響により、安定性に優れたプレチルトを得ることができるため、４Ｄ－ＲＴＮを用
いたとしても充分な配向安定性を有しつつ、広視野角な液晶表示が得られることになる。
【０１２０】
ＭＶＡモードにおけるリブ又はスリットの配置は、多かれ少なかれ透過率の低下の原因と
なる。また、リブの近傍に位置する液晶分子は、電圧を印加していないときに斜面に垂直
に配向しているので、液晶分子が基板面に対して垂直となっておらず、光漏れの原因とな
り得る。更に、スリットから分岐させた、より幅の狭い微細スリットを用いることも考え
られるが、精密な制御が難しく、微細スリットの幅にバラツキが生じると透過率が変化し
、輝度ムラとなって見えてしまうこともある。
【０１２１】
光配向膜は、リブ又はスリットを使わなくとも液晶分子の傾斜方向を規定することができ
るため、略矩形の長方形等、単純な形状の画素電極に対して特に好適に使用され、それに
よってバランスのよい配向性をもつ光配向膜を得ることができる。リブ又はスリットを使
わなくてもよい分、ＭＶＡモードと比べ、透過率を向上させることができる。また、リブ
が不要となる分、光漏れが少なく、コントラストを向上させることができる。
【０１２２】
従来からも光配向膜を利用した技術は検討されていたが、従来においては、残留ＤＣ電圧
が非常に大きい、プレチルト角が安定しにくい等に起因する焼き付きが生じていたため、
これまで実用化は困難であった。これに対し、本発明によれば、光配向膜を用いたとして
も焼き付きが大きく改善され、更に、光配向膜の利点である高コントラストと高透過率を
実現することができた。
【０１２３】
本発明者らが検討を行ったところ、実施形態４に基づいた液晶表示装置によれば、リブと
スリットとを用いる従来のＭＶＡ技術を適用した液晶表示装置に対し、透過率が約２０％
、コントラスト比が約２倍に改善された結果が得られた。
【０１２４】
なお、実施形態１～４の液晶表示装置を分解し、配向膜の表面をＳＥＭ（Scanning Elect
ron Microscope：走査型電子顕微鏡）、ＴＥＭ（Transmission Electron Microscope：透
過型電子顕微鏡）、ＴＯＦ－ＳＩＭＳ（Time-of-Flight Secondary Ion Mass Spectromet
ry：飛行時間型二次イオン質量分析法）等で分析することにより、配向膜及びＰＳＡ膜（
光重合体膜）の層構造、光重合体膜中に存在するＰＳＡ膜形成用モノマー（光重合モノマ
ー）の成分、配向膜中の光反応性官能基等を確認することができる。
【０１２５】
以下、実施形態１～４の液晶表示装置に係るＰＳＡ膜を形成するために用いられるモノマ
ーを得るために実際に行った合成例を示す。
【０１２６】
合成例１
ビナフタレンを有する光重合性モノマーの合成の一例を以下に示す。まず、下記式（９）
で表される（２，２’）ビナフタレニル－７，７’－ジオールが０．７ｇ（２．５ｍＭ）
含まれるとともに、トリエチルアミンが１ｇ（１０ｍＭ）含まれるベンゼン（２０ｍＬ）
溶液中に、下記式（１０）で表されるメタクリル酸クロリド０．５ｇ（５ｍＭ）を含むベ
ンゼン溶液（５ｍＬ）を室温、窒素雰囲気下で滴下した。その後、２時間、室温で反応さ
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酢酸エチル（４／１））にて精製し、下記式（１１）で表される目的の化合物（モノマー
）を０．８１ｇ（収率７７％）得た。
【０１２７】
【化９】

【０１２８】
合成例２
ナフタレン骨格を有する光重合性モノマーの合成の一例を以下に示す。まず、下記式（１
２）で表される６－ブロモ－２－ナフトールが１．２ｇ（５ｍＭ）含まれるとともに、炭
酸カリウムが１．３ｇ（１０ｍＭ）が含まれるアセトン（２０ｍＬ）溶液中に、下記式（
１３）で表される２，６－ジヒドロキシナフタレン０．５ｇ（５ｍＭ）を含むアセトン溶
液（５ｍＬ）を室温、窒素雰囲気下で滴下した。その後、２時間、室温で反応させた。反
応終了後、不純物を水で抽出させた後、カラムクロマトグラフィー（トルエン／酢酸エチ
ル（４／１））にて精製し、下記式（１４）で表される目的の化合物（モノマー）を１．
３１ｇ（収率８７％）得た。
【０１２９】
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【０１３０】
合成例３
合成例２によって得られた光重合性モノマーを用いた、他の光重合性モノマーの合成の一
例を以下に示す。まず、下記式（１４）で表されるジオール基を含む化合物が０．７５ｇ
（２．５ｍＭ）含まれるとともに、トリメチルアミンが１ｇ（１０ｍＭ）が含まれるベン
ゼン（２０ｍＬ）溶液中に、下記式（１０）で表されるメタクリル酸クロリド０．５ｇ（
５ｍＭ）を含むベンゼン溶液（５ｍＬ）を室温、窒素雰囲気下で滴下した。その後、２時
間、室温で反応させた。反応終了後、不純物を水で抽出させた後、カラムクロマトグラフ
ィー（トルエン／酢酸エチル（４／１））にて精製し、下記式（１５）で表される目的の
化合物（モノマー）を０．７８ｇ（収率７１％）得た。
【０１３１】
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【化１１】

【０１３２】
なお、本願は、２００９年４月８日に出願された日本国特許出願２００９－０９３７５６
号を基礎として、パリ条約ないし移行する国における法規に基づく優先権を主張するもの
である。該出願の内容は、その全体が本願中に参照として組み込まれている。
【符号の説明】
【０１３３】
１：ＰＳＡ膜の重合体
２：ポリマー部
３：モノマー部
１０：ＴＦＴ基板
１１：透明基板
１２：絶縁膜
１３：画素電極
１３ａ：幹部
１３ｂ：枝部
１４：配向膜
１５：ＰＳＡ膜（光重合体膜）
２０：対向基板
２１：透明基板
２２：カラーフィルタ
２２Ｒ：カラーフィルタ（赤）
２２Ｇ：カラーフィルタ（緑）
２２Ｂ：カラーフィルタ（青）
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２３：ブラックマトリクス
２４：共通電極
２５：配向膜
２６：ＰＳＡ膜（光重合体膜）
２７：樹脂層
３０：液晶層
４１：ゲート配線
４２：ソース配線
４３：補助容量（ＣＳ）配線
４４：ＴＦＴ
４５：リブ
４６：スリット
５０：液晶分子

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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本发明提供一种产生较少图像残留的液晶显示装置。 本发明的液晶显示
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环，并且萘环与另一个芳环之间的键具有旋转自由度。
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